様式第１号（別紙１）

補 助 事 業 計 画 書
１　申請者の概要

	フリガナ
	
	フリガナ
	

	申請者名
	(法人番号　　　　　　　　　　　)
	代表者

職・氏名
	

	所在地
	〒



	電話番号
	（　　　　）　　　－　　　　
	FAX番号
	（　　　　）　　　－　　　　

	電子ﾒｰﾙ

ｱﾄﾞﾚｽ
	@
	URL
	http://

	連絡先

(上記申請者と異なる場合に記入してください)
	フリガナ
	
	所在地
	〒



	
	担当者

氏　名
	
	
	

	
	電話番号
	（    ）   －    
	FAX番号
	（    ）   －    

	
	電子ﾒｰﾙ

ｱﾄﾞﾚｽ
	@
	URL
	http://

	設立年月日
	年　　月
	資本金
	万円
	従業員数
	人

	現在の業種・業務内容・主要製品等

	

	事業者の略歴

	


２　福島県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金（令和元年台風１９号等）の対象とする施設・設備の復旧・整備並びに商業機能の復旧促進のための事業の内容

(1)　施設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	施設の名称
	所在地
	復旧整備の内容
	所要経費
	補助対象経費

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	


(2)　設備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	設備の名称
	所在地
	復旧整備の内容
	所要経費
	補助対象経費

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	


(3)　商業機能の復旧促進のための事業　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事業の名称
	実施場所
	事業の内容
	所要経費
	補助対象経費

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	


上記(1)～(3)の補助対象に対する保険金等請求の有無
	保険加入の有無　　　　あり　／　なし
“あり”の場合（金額：　　　　　　　　　　円）（受領時期：令和　　年　　月頃）
（該当するものに○を付し、”あり”の場合は金額と保険金等の受領時期を記載してください。）


注）復興事業計画で認定された施設・設備等に限ること。

注）所在地・実施場所には、設置・実施場所の住所を記載すること。
３　経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　分
	所要経費
（Ａ）
	補助対象経費

（(A)のうち、補助対象外の経費を除いた額）（B）
	保険金等の控除金額

((B)から保険金受領額を除いた額）(C)
	補助金所要額

（(C)の、指定された補助率以内の額）
(D)
	消費税及び地方消費税に係る控除税額

（E）
	補助金申請額

（D）-（E）
	備考

	施　設
	
	
	
	
	
	
	

	設　備
	
	
	
	
	
	
	

	商業機能の復旧促進のための事業
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	


　注）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額は、申請時において金額が明らかでない場合は記載しなくても構いません。　

　注）補助金申請額の計は、千円未満を切り捨てること。
　　（ただし、特定被災事業者についてはこの限りではない。）
４　資金調達内訳

	区　　　分
	予　算　額（円）
	調達先等（金額の内訳）

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	補助金申請額
	
	

	計

（＝所要経費の計）
	
	


　〔添付資料〕

　　□　施設・設備の復旧・整備に要する費用が確認できる書類

　　　　（見積書（２者以上）、工事委託契約書の写し等。補助対象外の経費と一括契約の場合は、区分（按分）の計算根拠も添付すること。）

　　□　被災状況が確認できる書面・写真等

　　　　（２の(1)(2)に記載の各施設・設備について被災状況がわかること。）

　　□　罹災証明書の写し（取得している場合のみ）

